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４．１．１　今日の世界経済の特徴
　今日の世界経済の特徴を一言でいえば，経済
のグローバリゼーション（経済の地球規模化）
であるといえよう。グローバリゼーションの概
念について，日本経済産業省の「通商白書２００１」
では次のように述べている。「〈グローバリゼー
ション〉とはその用語を用いるものによってさ
まざまな意味合いにつかわれる抽象的な概念で
ある。経済学の世界では企業等の国境を越えた
経済活動の活発化として用いられたり，政治学
や歴史学の世界では冷戦後のアングロ・サクソ
ン系自由主義の世界的波及の進展として用いら
れたりする。また，単に漠然と市場経済主義や
最近の世界経済の成長を指す場合にも用いられ
る。これは，まさに国際的にモノ，カネ，ヒト
及び情報の移動が活発化している上，国際社会
における主体の多様化，国際関係の多様化等が
経済分野のみならず，政治，社会，文化等の
様々な分野において地球規模の影響をもたらし
ていることの証に他ならない１）」。経済学におい
てのグローバリゼーションについては，IMFは
次のようにまとめている。グローバリゼーショ
ンは貿易，資金の流動，技術革新，情報のネッ
トワークと文化交流により，各国経済の世界範
囲内において，高度な融合が実現し，各国経済
は成長しつつある各種商品と労務の広範な輸送
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を通じて，国際的な資金の流動を通じ，技術を
通じ，さらに迅速に広範に伝播され，緊密な相
互依存関係を形成する２）。さらに，中国の研究
者は，経済のグローバリゼーションについて，
次のようにまとめている。「経済のグローバリ
ゼーションの基本的内容は，全地球的な生産要
素の大規模な流動と全地球的な資源の配置とい
うことであり，これに対する様々な障害と障壁
が漸次取り除いていかれるということである。
これが経済のグローバリゼーションの基本的内
容であり，また現段階の世界経済の基本的特徴
である。したがって，世界は今正に“国際貿易
時代”から“国際生産時代”に向かって行って
いるのであり，経済のグローバリゼーションの
時代ということなのである３）」。
　上述のような経済のグローバリゼーションの
概念についての定義から見れば，経済のグロー
バリゼーションは一つ過程であり，この過程の
中で少なくとも以下三つの事実を確認できる。
第一には，全地球規模の大市場が形成され，全
地球規模の貿易自由化の過程がより深化された
ことである。第二には，多国籍企業の世界経済
の中での主導的地位が確立されたことである。
グローバル的規模の投資環境が整備されたこと
により，多国籍企業はグローバル規模での投資
がより深化され，漸次に地球規模の生産，販売
と貿易をコントロールするようになり，生産の
グローバル化が大きく深化された。第三には，
生産要素の国際間の移動の増大により，技術，
労働，資本のグローバル化程度がより深化し，
とりわけ国際金融市場の一体化過程が重要な役
割を果たし，地球規模の貿易の自由化と投資の
自由化をもたらした４）。
　言い換えれば，経済のグローバリゼーション
は，マクロ的観点においては，資本，技術，労
働，情報といった各種生産要素は全地球規模で
移動することを意味する。ミクロ的観点におい
ては，企業と企業の間の資本，技術，労働，情
報，マネージメント等各方面における相互協力
と相互競争関係を表す５）。この意味からすれば，
経済のグローバリゼーションは世界経済の一体
化でもある。経済の一体化は一つの過程でもあ
り，一種の状態でもある。一つの過程としては，
異なった国家経済単位の間の差別がなくなって
いくということであり，一種の状態としては，
各国国民経済の間で各種の差別が存在しなく
なっているということである６）。当然ながら，
この過程においても積極的推進者と受動的受益
者の立場が存在するといえる。経済のグローバ
リゼーションは，二つの道を通じて進行する。
一つは個別経済主体の活動を通じてのグローバ
リゼーションの上に，世界の関連国家が協議や
協定によってグローバルな組織を作り，これに
合わせて差別的政策や障壁を取り去るとか，漸
次除去していき，分野，内容の別に経済のグ
ローバル化，一体化を実現していく道である７）。
　片岡幸雄教授によれば，現下における経済の
グローバリゼーションは，世界政治経済多極化
の趨勢の中における経済のグローバリゼーショ
ンの進行であると分析し，いわゆる米欧日三極
構造を中心とする経済のリージョナリズムに典
型的に現れているという。ここでいうリージョ
ナリズムは経済のグローバリゼーションと矛盾
するものではなく，それまでの一局主導制覇型
（米国一国主導制覇型…括弧内は筆者）の経済の
グローバリゼーションの全面化に対する対応と
して，参加各国が経済面各層の相互固有の協力
関係を通じて，独自の経済発展の構造を構築し
ていく動きであり，経済のグローバリゼーショ
ンの積極的具体化である８）。
　中国の経済のグローバリゼーションに対する
認識は，１９９７年に最初に明確な形で出てきてい
る模様９）。すなわち，中国は改革・開放当初か
ら経済のグローバリゼーションに照準を合わせ
ていたわけではなく，改革・開放政策の推進過
程でこの動きを新たに取り込んだ。世界経済の
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グローバリゼーションが着実に進行している事
実の中，発展途上国である中国の主体的国民経
済の発展を実現させる上で主体的条件が必ずし
も十分具わっていないが，このチャンスを積極
的に取り込もうとしている。この姿勢は中国の
経済のグローバリゼーションの基本的姿勢である。
４．１．２　WTO加盟に伴う外資直接投資導入戦
略変更の必要性
　上記のような目下の世界経済の特徴と中国の
それに対する認識の下で，中国は WTOへの加
盟交渉を行ったわけである。長期にわたる厳し
い加盟交渉の結末，２００１年１１月，WTO加盟交
渉に終止符が打たれたこととなった１０）。
　WTOの加盟は，中国にとって，大きなチャ
ンスをもたらしたと同時に，新たな挑戦にも直
面している。これまでの中国の外資直接投資導
入の総体的戦略というものは，まず改革・開放
初期ごろの８０年の「不足を補い不要を避ける
（補短避長）」という戦略を経て，９０年代に入っ
てから「市場をもって技術と交換する（以市場
換技術）」という戦略に重きを置くようになっ
た。８０年代の戦略は，労働集約的輸出型産業に
外資直接投資導入によって，国内産業構造の調
整の促進を図ろうとしたのであった１１）。しかし，
WTO加盟は，メンバー国としての利点を最大
限に利用し，自己の利益を獲得し，国民経済の
発展を図るというプラスの面と，WTOという枠
組の中で，果たすべき義務を果たし，上記のよ
うな「市場をもって技術と交換する」といった
WTOと抵触するような戦略的政策の実行が不
可能となるといったマイナスの面を同時に内包
される。
　このように，中国は WTO加盟後は，外資直
接投資導入の面において，自国の独自の主体性
をもつ政策を取ることができる余地は限られる
ものとなったのである。この新たな状況下に
あって，中国は急速に産業技術の高度化を図っ
ていくために，外資系企業自体が自己推進する
限りでの水準を超える中国の求める技術，ある
いは，多国籍企業が技術移転という競争手段を
もって中国市場を開拓するために，中国子会社
へ移転してきた技術を内部化せずに行われる投
資環境づくりは，新たな課題となる。
　また，WTO加盟に伴い，これまでの外資関
連法律規定の改正と新たな開放分野における外
資関連法律の制定・改正が必要となってくる。
詳細の内容については次項目に譲るが，これま
で実施してきた「外資直接投資方向の指導に関
する暫定規定」（「指導外商投資方向暫定規定」）
及び「外資直接投資産業指導目録」（「外商投資
産業指導目録」）の改正，金融・保険・証券，商
業，会計・法律，物流，観光，教育などのサー
ビス分野の外資関連法律の制定・改正が挙げら
れる。
　WTO加盟に伴う関連法律の制定・改正では，
外資系企業に対する「超国民待遇」の是正の動
きが特に注目される。これまでの外資直接投資
導入政策は，本シリーズ稿のⅠ・Ⅱ・Ⅲで見て
きた通りであるが，外資系企業と国内資本企業
の間，開発区と非開発区の間に異なる税体系と
企業待遇を実施してきた。外資直接投資企業に
対する優遇政策は，その政策自体が外資直接投
資企業と国内資本企業の間に不平等な競争関係
を強いることになり，企業競争上国内資本企業
は出発点においてすでに不利な立場に立たされ
ることになる。元々競争力の弱い国内資本企業
はますます競争上不利な立場に追い込まれる状
況にある。WTOという枠組の中で，「超国民待
遇」から「内国民待遇」の原則に基づく競争環
境の完備が重要になってくる。
４．２　WTO加盟後の外資直接投資導入戦略と法
整備の完備
４．２．１　「指導外商投資方向規定」の公布と改
定
　WTO加盟という新たな外部環境へ適応し，
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国民経済発展の構造の戦略的調整を図るため，
外資直接投資導入の方向転換を定めるため，
２００２年２月，本シリーズ稿Ⅲで述べて１９９５年に
公布した「指導外商投資方向暫行規定」を廃止
し，新たに「指導外商投資方向規定」を公布し，
２００２年４月１日から実施した。新たな「指導外
商投資方向規定」の主な内容を以下のように要
約できる１２）。
　「指導外商投資方向規定」に沿って出される
「外商投資産業指導目録」及び「中西部地区外商
投資優勢産業目録」は，外国企業投資案件及び
外国投資企業の審査，認可を指導し，かつ関係
政策を適用する根拠である（第三条）（「外商投
資産業指導目録」，「中西部地区外商投資優勢産
業目録」はこの後改正されたが，詳細は後で述
べる）。
　外国企業投資案件は奨励，許可，制限，禁止
の４項目に区分する。奨励，制限，禁止の３項
目に該当する外国企業投資案件は「外商投資産
業指導目録」に列記する。その他の外国企業投
資案件は許可項目案件とする。許可項目案件は
「外商投資産業指導目録」には列記されない（第
四条）。
　奨励項目案件に属するものは以下の通りであ
る。① 農業新技術，農業総合開発及びエネル
ギー，交通，重要原材料工業に属する案件。② 
ハイテク，先進技術に属し，製品の性能を改善
し，企業の技術的経済的収益を向上させること
ができ，または国内の生産能力が不足している
新設備，新材料の生産に属する案件。③ 市場の
需要に適合するもので，製品の品質を向上させ，
市場を開拓し，または製品の国際競争力を増加
させることのできる案件。④ 新技術，新設備，
エネルギー及び原材料を節約できる案件，資源
の総合利用及び資源の再生並びに環境汚染防止
に属する案件。⑤ 中西部地区の労働力及び資源
の優位を発揮でき，かつ国の産業政策に合致す
る案件。⑥ 法律，行政法規で規定するその他の
案件（第五条）。
　このほか，奨励項目の外国企業投資案件に関
して，「関連法律，行政法規の定めに従い優遇を
受けるほか，投資額が大きく，回収期間の長い
エネルギー，交通，都市インフラ施設（石炭，
石油，天然ガス，電力，鉄道，道路，港湾，空
港，都市道路，汚水処理，ごみ処理など）の建
設，経営に従事する案件は，認可を得て，それ
と関連する経営範囲を拡大することができる」
（第九条）。また，製品のすべてを直接輸出する
許可項目の外国企業投資案件は，奨励項目の外
国企業投資案件として取り扱われる（第十条）。
　制限項目に属するものは，技術水準が遅れて
いる案件や国が段階的に開放する産業に属する
案件などが挙げられる。なお，このほか，制限
項目の外国企業投資案件に関して，製品の輸出
販売額がその製品販売額の７０％以上を占める制
限項目の外国企業投資案件であれば，省，自治
区，直轄市及び計画単列都市の人民政府または
国務院主管部門の認可を得た場合，許可項目の
外国企業投資案件として取り扱われる（第六条，
第十条）。
　「外商投資産業指導目録」には，「外国企業投
資案件に対し，〔合弁，合作に限る〕，〔中国側が
マジョリティーを持つ〕，または〔中国側が相
対的にマジョリティーを持つ〕ことを規定する
ことができる。〔合弁，合作に限る〕とは，中外
合併経営，中外合作経営のみ許可することを指
す。〔中国側がマジョリティーを持つ〕とは，
外国企業投資案件における中国側投資者の投資
比率の和が，５１％及びそれ以上であることを指
す。〔中国側が相対的にマジョリティーを持つ〕
とは，外国企業投資案件における中国側投資者
の投資比率の和が，如何なる一方の外国側投資
者の投資比率よりも大きいことを指す（第八
条）。
　なお，外国企業投資案件の届出，審査，認可
の手続きについては，次のように規定している。
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現行の審査及び認可権限に基づき，外国企業投
資案件は，案件の性質により，それぞれ発展計
画部門，経済貿易部門が審査，認可及び届出の
受理を行う。外国投資企業の契約，定款は，対
外経済貿易部門が審査，認可及び届出の受理を
行う。そのうち制限項目の限度以下の外国企業
投資案件は，省，自治区，直轄市及び計画独立
都市人民政府の相応する部門が審査，認可を行
い，同時に上級の主管部門及び業種主管部門に
届出をする。この項目の案件の審査及び認可権
は，下部に移譲してはならない。サービス貿易
分野の段階的に開放するものに属する外国企業
投資案件は，国の関係規定に基づき審査，認可
を行う（第十二条）。
４．２．２　「外商投資産業指導目録」の改正
　２００２年３月１１日上記「規定」を後追いする形
で，国家発展計画委員会，国家経済貿易委員会，
対外貿易経済合作部は三者共同で「外商投資産
業指導目録」及び「附件」を同年４月１日から
実施すると発表した。この「目録」では上述し
たように，奨励項目，許可項目，制限項目，禁
止項目に分けられて各々の産業が挙げられてい
た。WTO加盟後３年を迎えようとした２００４年
１１月３０日，国家発展改革委員会（旧国家発展計
画委員会・以下同）と商務部（旧対外貿易経済
合作部・以下同）が共同で新「外商投資産業指
導目録」（以下２００４年改正「指導目録」と称す
る）を公布し，２００５年１月１日から実施すると
発表した。
　２００４年改正「指導目録」の制定は，科学技術
の向上に焦点をあて，これに基づき，より深化
した改革と対外開放の拡大を行い，経済産業構
造の調整を推し進めるために打ち立てたもので
あり，外資導入の方向性を，マクロコントロー
ル政策，国内の発展と対外開放，産業構造の改
善・向上，外資導入の質・水準の向上を導く上
で重要な役割を果たすべきであるとしている１３）。
　２００４年改正「指導目録」実施後，奨励項目に
属する外商投資項目は，自家用輸入設備輸入関
税及び輸入増値税を免除する優遇政策を享受す
ることができる１４）。
　２００４年改正「指導目録」のほかに，２０００年６
月２２日国家経済貿易委員会，国家発展計画委員
会，対外貿易経済合作部が共同で公布した「中
西部地区外商投資優勢産業目録」（以下「中西部
目録」と称する）も新たに公布された。この新
「中西部目録」（以下２００４年改正「中西部目録」
と称する）は国家発展改革委員会，商務部が共
同で２００４年７月２３日に公布し，２００４年９月１日
から実施すると発表した。今回の公布は，WTO
加盟後の中国の外資直接投資導入戦略に合わせ，
国内地域間の経済発展の格差を縮小させると同
時に，WTO加盟時の約束を守るため，市場開
放の拡大を図り，積極的外資導入政策の実施に
より，中西部の経済発展を促進させるためで
あった。
　上記の２００４年改正「指導目録」に比べ，２００４
年改正「中西部目録」の奨励項目は２６７項目と
なっており，外国投資企業の出資比率を制限す
る項目も２００４年改正「指導目録」の４８項目から
６項目までに縮小した。
　２６７項目に及ぶ２００４年改正「中西部目録」の
主なポイントは以下のようになっている。
①　特有鉱産資源の開発。四ホウ酸ナトリウ
ム（硼砂），マグネシウム，クロム鉱の採
掘及び加工，タングステンの高度加工，
ニッケル鉱の調査開発等。
②　退耕還林・還草（耕された畑を森林・草
原に戻す），食糧，特産動物・植物資源
の高度加工。食糧，油料種子の開発，油
脂の高度加工，茶葉の総合加工，枸杞
（くこ）の栽培及び高度加工，甜菜糖加工
及び副産品の総合利用等。
③　地方優勢産業の発展を速める。自動車部
品加工，天然ガスの下流化工産品の製造
と開発，スライス状固体タンタラム電解
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電容器製造，民族特需産品の製造等。
④　社会サービス業の開放の拡大。都市ガス
供給，供熱，給配水管網の建設・経営
（旧「中西部目録」では制限項目），観光
地開発及び関連施設の建設・経営，草原
生態，氷雪観光資源，森林観光資源の開
発等１５）。
　上記のように，WTO加盟後における新たな
「指導外商投資方向規定」，「外商投資産業指導目
録」，「中西部地区外商投資優勢産業目録」の制
定は，中国の国民経済の発展を推し進める上で，
戦略的外資直接投資導入政策を実施するために
依拠する法であり，外資投資企業や投資項目の
指導や審査に対応するために依拠する法である。
　WTO加盟後４年を経過した２００６年から，い
わゆる WTO加盟後過度期の後半期を迎えるわ
けであるが，ちょうどこの年から中国は「第１１
次５ヵ年規画（２００６～２０１０年）１６）」を開始年で
ある。今回の５ヵ年計画草案の骨子は以下のよ
うにまとめられている。
　２００６年から始まった「第１１次５ヵ年規画」で
は，持続可能な経済発展を目指し，今後の外資
利用の見直しが行われ，「外商投資産業指導目
録」さらに修正し，２００７年１０月３１日に公布さ
れ，２００７年１２月１日に実施された（以下２００７年
改正「指導目録」と称する）。外商投資産業指導
目録は１９９５年６月２０日に最初に公布されて以
来，今回は第４回の改正となる。２００７年改正
「指導目録」の分類は従来どおり，奨励類，制限
類，禁止類となり，奨励類は３５１項目，制限類は
８７項目，禁止類は４０項目となっており，２００４年
改正「指導目録」に比べ，それぞれ４９項目，９
項目，５項目追加された。特に奨励項目の追加
が比較的多く，同時に不動産プロジェクト等の
業界に対する制限を強化している。
　２００７年改正「指導目録」は，２００４年改正「指
導目録」と比較して，以下のような特徴がみら
れる。
　１　資源節約，環境保護を重視すること
　２００７年改正「指導目録」では外国資本が中国
の希少または再生不可能な重要な鉱物資源に投
資することを奨励または許可しない。たとえば，
銅，アルミニウム，亜鉛等の鉱物の採掘は奨励
項目から削除された。タングステン，モリブデ
ン，錫等の鉱物の採掘は禁止類項目に入れられ
た。一方，エネルギー消費が多く，汚染度が高
いプロジェクトの参入を制限または禁止すると
同時に，外国資本が環境保全型経済に投資し，
再生可能資源を利用し，生態環境を保護するこ
とを奨励している。このほか，「太陽エネルギー
電池生産専用設備の製造」，「不要・中古プラス
チック，電機，ゴム，電池の回収処理再生利用
設備の製造」等の環境保護プロジェクトが奨励
項目に入れられた。
　２　外国資本のハイテク産業参入を奨励し，
伝統的な製造業を奨励しないこと
　２００７年改正「指導目録」は，外国資本がハイ
テク産業に投資することを奨励しており，２００６
年１２月３１日に公布された「外商投資ハイテク製
品奨励目録（２００６）」における５９６項目のハイテ
ク技術製品が新「目録」の奨励類に含まれ，外
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表４－１ 「第１１次５ヵ年規画」骨子
・第１１次５ヵ年期間（２００６～２０１０年）中に「調和
社会」建設を強化する
・同期間中に一人当り GDPを２０００年の２倍に，
GDP単位当りエネルギー消費を２００５年末比で
２０％前後削減する
・国際競争力の高い中国ブランドを持つ企業を育成
する
・資源節約型社会と環境保護型社会の構築を加速さ
せ，循環経済を発展させる
・社会の公平に注目し，地域間などの収入格差拡大
を緩和させる
・積極かつ穏当に政治体制改革の推進を継続する
・両岸（中台）関係の発展と祖国統一事業を推進め
る
・平和発展路線を歩み，共同繁栄を目指した調和世
界へ努力する
出所：「中华人民共和国国民经济和社会发展第十一
个五年规划纲要」（htp://www.gov.cn/ztzl/ 
2006-03/16/content_228841.htm）。
商投資ハイテク製品全体の８８％を占める。主に，
バイオメディカル，通信電子設備，ソフトウェ
ア生産等の多くの分野が含まれる。
　一方，２００７年改正「指導目録」では国内です
でに成熟した技術，比較的強い生産能力を備え
た伝統的製造業については，外国資本による投
資を奨励しなくなった。例えば，２００７年改正
「指導目録」では２００４年改正「指導目録」の奨
励項目であったボール紙の生産，アスファルト
の生産等の伝統製造業項目が削除された。
　３　輸出奨励政策の調整
　２００４年改正「指導目録」では，製品のすべて
を直接輸出する許可類項目は奨励項目と見なす
ことを定めたが，近年中国の貿易黒字の過大や
貿易摩擦，過剰外貨準備高増などの原因により，
２００７年改正「指導目録」では単純な輸出政策を
奨励せず，製品すべてを直接輸出する許可類項
目は奨励項目と見なす規定を削除した。
　４　中西部地域産業政策の調整
　２００４年改正「指導目録」では，中西部地域に
限定する奨励項目が含まれていた。２００７年改正
「指導目録」では中西部地域に対する特別規定を
すべて削除した。しかし，これは中西部地域に
対する優遇政策を取り消したわけではなく，こ
れまで実施してきた「中西部地区外商投資優勢
産業目録」を改正し，優遇政策を一本化してい
くことを決めた。
　５　不動産業に対する制限
　２００７年改正「指導目録」では，外国資本の不
動産市場への参入に対する制限を強化する傾向
が見られる。まず，「普通住宅の開発建設」が奨
励項目から削除された。次に，制限類に不動産
項目を追加し，「土地の大規模開発（合弁，合作
に限定）」及び「高級ホテル，別荘，高級オフィ
スビル，国際コンベンションセンターの建設，
運営」の２つの項目を保留した上，「不動産二級
市場取引及び不動産仲介または代理会社」も制
限類に入れられた。一方で，不動産プロジェク
トでは，制限を緩和したものもあり，「大型テー
マパークの建設，運営」は制限項目から削除さ
れ，許可類項目となった。
　６　金融業に対する制限の緩和
　２００４年改正「指導目録」と比較すると，２００７
年改正「指導目録」はある程度外国資本が金融
業へ参入する分野を広げ，従来外国資本の参入
が禁止していた先物取引関連会社を制限する項
目を変更し，中国側企業がマジョリティを持つ
ことを前提に外商投資先物会社を設立できると
定めた。生命保険会社等の一部金融業の外資比
率を初めて明確に規定した。保険会社の中で生
命保険会社の外資比率は５０％を超えてはならな
い。証券投資ファンド管理会社の外資比率は
４９％を超えてはならない。証券会社の外資比率
は３分の１を超えてはならず，かつＡ株の販売，
Ｂ株とＨ株及び政府と企業の債券の販売と取引
に限定する。
　７　交通運輸業への投資の奨励
　２００７年改正「指導目録」では，中国の軌道交
通運輸設備が外国企業に全面的に開放されたこ
とを示しており，高速鉄道，都市間鉄道および
都市軌道交通運輸設備の車両及び部品の研究開
発，設計，製造を含めた多種類の業種が奨励項
目に入れ，外国資本の都市軌道交通における投
資分野をさらに広範囲にした。
　８　非金融サービス業について
　２００７年改正「指導目録」では，サービス業の
外資への開放を積極的に適切に拡大することを
決めた。WTO加盟時の約束を守るため，外商
投資の生産関連のサービス業への参入を奨励し，
国際サービス業とアウトソーシングを積極的に
受け入れ，新しい形のサービス業の発展を重視
する。
　９　文化娯楽業・メディアについて
　文化娯楽業・メディア分野については，基本
的に国家発展委員会，商務部等５部門の委員会
が２００５年７月に公布した「文化領域の外資導入
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に関する若干の意見」の規定を踏襲する形にし
た。
　２００７年改正「指導目録」は一部の文化，体育
および娯楽関連事業の外資への開放を広げたと
同時に，ニュースサイト，ネットワーク視聴番
組サービス，インターネット使用サービス営業
場所，インターネット文化運営に関わる事業へ
の参入を禁止類に追加した。このほか，映像業
界の政策を大幅に変更し，元々限定的に開放し
ていた映像制作，発行業務を外資参入禁止に変
更した。
　２００４年改正「指導目録」では，ラジオ，テレ
ビ番組の制作，発行，映画制作（中国側マジョ
リティを持つ）を制限類とし，限定的に開放し
ていたが，新「目録」では全面的に禁止した。
現時点では，今後，中国は外国企業がラジオ・
テレビ番組の政策運営会社，映画の製作会社，
配給会社，興行会社に投資することを禁止し，
外資が合作の形での個別単位でのラジオ・テレ
ビ番組の制作プロジェクトおよび映画制作プロ
ジェクトに参入することのみ許可する模様であ
る。これらの規定からは，中国が文化・メディ
アの開放に対してまだ厳しい制限が続く様子が
窺える１７）。
４．２．３　産業構造調整促進のための諸方策
　上記「第１１次５ヵ年規画」骨子で掲げた目標
を実現するため，２００５年１２月２日に国務院よ
り，中国経済産業構造の発展と転換の方向性に
関する「産業構造調整促進に関する暫定施行規
定」（以下「暫定施行規定」と称する）が実施さ
れた。この規定は，現在及び将来の中国の産業
構造調整の目標，原則，方向及び重点を明示し
ている。更に，同「規定」に合せて，「産業構造
調整指導目録」も同時に発表された。今回の
「暫定施行規定」は，「経済成長方式の転換を更
に深化させ，産業構造の調整と競争力の向上を
推し進め，国民経済の安定的，比較的早い発展
の保持に重要な意義をもつ」１８）としている。更
に，それぞれの地域の産業発展の実情に合せて，
具体的措置を制定し，合理的な投資方向を導き，
先進的生産力の発展を奨励し，支持する。遅れ
た産業生産力の制限と全廃を行い，無秩序な投
資と低レベル重複建設を防止し，産業構造の競
争力の向上を確実に推し進めることに総力を挙
げる１９）。
　「暫定施行規定」における産業構造調整の目標
は次のように規定されている。「産業構造の競争
力の向上を推し進め，第一，第二，第三次産業
間の正常な協調的発展を促進するとともに，漸
次農業を基礎として，ハイテク産業を先導産業
として，基礎産業と製造業を後押し，サービス
業の全面的発展を図る産業構造を形成する。省
エネ，クリーン，安全を十分に考慮した発展を
堅持し，持続的発展を実現する２０）」。
　「暫定実施規定」では，産業構造調整の方向と
重点を農業分野，エネルギー・交通・水利・通
信分野，製造業分野，ハイテク産業分野，サー
ビス業分野，省エネ・環境保全分野などいくつ
かの分野に別けて，それぞれの分野における産
業構造調整の方向と重点を定めた。ここで注目
しているのはやはり自主開発，外資導入による
技術への消化・吸収・再開発を通じて，国家全
体の競争力を高めていくことであろう。特に，
設備製造業の発展を重点とし，先端的製造業を
優先的発展させることによって，製造業全般の
国民経済発展を支える重要な役割を発揮する。
ハイテク産業の発展を加速し，ハイテク産業に
よる経済成長への牽引する役割を強める。ハイ
テク産業における従来の委託加工・組立を主と
する構造から自主研究開発による自己生産を主
とする構造へ転換し，この転換によるその他の
産業分野への波及効果を高めていく２１）。
　さらに，２００６年国務院は「自主革新能力強化
科学技術計画実施に関する決定」を発表し，同
時に発表された「国家中長期科学技術発展計画
綱要（２００６～２０２０年）」を組織的に実施し，す
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でに上段で述べた内容を強調し，１５年の努力に
よって２０２０年までに中国を革新型国家にもって
いくとしている２２）。この期間中国の科学技術の
発展は，国家全体の競争力向上を核心としたも
のでなければならないとする。ここでは八項目
の重要目標が挙げられている。
①　国家全体の競争力に係わる製造業の装備
と情報産業の核心技術を押さえ，製造業
と情報産業の技術水準を世界の先進的な
ところにまでもっていくこと
②　農業の科学技術の全体的実力を世界の前
列にまで高め，国家食料安全の保障をは
中国の外資直接投資導入政策と成果（完） 51
表４－２　産業構造調整の方向と重点
内　　　　　　　容項　目
農業全般における基礎的地位の確立と強化を行い，伝統的農業から現代化農業へ転換することを
推し進める
①農業における科学技術の進歩を加速し，農業インフラ建設を強化すると共に農業生産構造を調
整する
②技術導入により，農業における総合生産能力を高め，品種改良や先進的な生産技術の普及を進
め，農業生産の成長に対する技術革新の寄与率を５割以上とし，先進な生産技術による農業加
工品による付加価値増加の促進
農
業
分
野
エネルギー・交通・水利・通信などのインフラ建設を強化し，社会全体の経済発展に対する保障
能力を増強する
①省エネ・国内自給に立脚し，石炭を基礎とする多元的エネルギー利用の道を堅持する
②エネルギー構造の最適化を目指し，安定的，経済的，クリーンのエネルギー供給体系を構築する
③先進的技術の導入を通じて，積極的に新エネルギーとリサイクルエネルギー産業の支援と開発
を実施し，石油代替資源とクリーンエネルギーの開発利用を奨励し，クリーンエネルギー技術
産業化を積極的に推し進めると共に，風力エネルギーや太陽能，バイオテクノロジーなどの発
展を促進する
エ
ネ
ル
ギ
ー
・ 
交
通
・
水
利
・ 
通
信
分
野
設備製造業の発展を重点的建設プロジェクトを通じて行う。先端的製造業の優先的発展により，
製造業全般の国民経済発展を支える重要な役割を発揮させる
①自主革新，直接的技術導入，合作開発，合弁生産を通じて，重要技術設備の国産化レベルを高
める
②先端技術と先端応用技術の革新により，自主的知識的財産権，自主ブランド高付加価値産品の
比重を高める
製
造
業
分
野
ハイテク産業の発展を通じて，国民経済成長に対する牽引の役割を更に高めていく
①重大産業技術の開発を支持し，重要技術の技術標準を制定し，ハイテク産業における従来の委
託加工・組立を主とする構造から自主開発による自己生産を主とする構造へ転換する　
② IT産業，特に ICチップや，ソフトウエアなど中核的な競争力を持つ先端企業群，集積的・
効率的な産業基地，ハイテク多国籍企業群を形成する
③自動車産業の自主開発能力を増強し，基幹産業としての役割を発揮させ，国産車の市場占有率
を高め，省エネ車，新型エネルギー車の開発を奨励する
ハ
イ
テ
ク 
産
業
分
野
サービス構造を改善し，サービス業全体の発展を促進する 
①比較的競争力のある大型サービス企業グループの発展を促進し，大都市はサービス業を発展さ
せる地位を高め，条件が整えば，徐々にサービス業を主とする経済産業構造への転換を目指す
②サービス業における先端的システムやノウハウの導入により，サービス業全体の質を高めていく
サ
ー
ビ
ス 
業
分
野
循環経済の発展を重視し，省エネや環境保護型社会を目指し，経済成長と人口資源環境との相互
協調を実現する
①産業構造の改善による省エネ，技術導入による省エネ，管理ノウハウの改善による省エネによっ
て，鉄鋼，非鉄，石炭，電力，化学工業，製紙，建材などの産業のエネルギー節約を促進する
②省エネ消費財の生産と消費を奨励し，省エネ消費モデルを作り上げる
③環境保護産業の発展に力を注ぎ，合理的な資源開発のコントロールを重点的に実施することに
より，水資源，土地，森林，草原，海洋などのエコロジー保護を強化する
省
エ
ネ
・
環
境
保
全
出所：「国務院関与発布実施《促進産業結構調整暫定規定》的決定」，国発［２００５］４０号（http://www.sdpc. 
gov.cn/zcfb/zcfbqt/zcfb2005/t20051222_54302.htm），国家発展和改革委員会編『《中華人民共和国国民経
済和社会発展第十一個五年規画綱要》輔導読本』，北京科学技術出版社，２００６年，１０３頁により作成。
かること
③　エネルギー開発，省エネ技術，クリーン
エネルギー技術の開発を進め，エネル
ギーの消費率を世界の先進的水準にまで
もっていくこと
④　循環型経済の技術発展モデルを構築する
こと
⑤　重要な医学・予防治療の水準の向上，新
薬の開発と重要医療器械の研究・開発製
造によって当該産業発展の技術能力を全
面的に高めること
⑥　国家安全保障を確保するため，国防科学
技術の自主研究・開発・製造と情報化の
必要を基本的に達成すること
⑦　科学発展上の重要な革新的成果によっ
て，情報，生物，材料，宇宙・航空部門
等の前線技術で世界的先進水準を達成す
ること
⑧　世界一級の研究機関と国際競争力をもつ
企業の R&D機構を打ち立て，比較的
整った中国の特色ある国家革新体系を構
築すること
　この「綱要」では，GDPに占める科学研究開
発投入額を２０１０年までに２％，２０２０年までに
２.５％以上にまで高め，世界における中国人の年
発明・特許件数，国際科学論文引用件数が５位
以内に入るようにし，技術の対外依存度を３０％
以下にもっていく２３）。
　上述のように，外資直接導入戦略の転換は国
民経済発展の戦略政策転換の一環として位置付
けており，こういった指向転換は外資直接投資
企業が原動力となる技術移転に重点を移行して
いるといえよう。すなわち，「Made in China」
から「Made by China」へ転換するため，外資
直接投資企業との合作を通じて，技術の消化，
吸収，再開発のサイクルを加速化するという願
いは中国の本音であろう。しかし，これまでの
外資直接投入戦略は，やや外資系企業の国際経
営戦略の枠組に合せた受動的な外資導入戦略で
あったため，中国側の複合的な目的が必ずしも
十二分に達成できにくいという問題が突き付け
られてきた２４）。
　中国の産業では，中レベルの技術業種の実力
が決定的に弱いといわれており，中国は「世界
の工場」ではなく，「世界の加工場」に過ぎない
であるといわれる所以もそこにある。この業種
の基礎が確立した上で，はじめて製造工程の深
化したハイテク産業の発展が可能となるから，
現段階の産業の技術構造の重点はやはりここに
置くべきであろう。
　同時に制定された「産業構造調整指導目録」
は，目録の分類原則及び分類に伴う補足的な政
策などを示している。「産業構造調整指導目録」
は，農業，水資源，石炭，電力，交通，情報，
鉄鋼，非鉄，石油化学，建材，機械，軽工業，
サービス産業，自然環境保護，資源節約・リサ
イクルなど２０以上の業種を網羅し，その中で，
産業を奨励項目，許可項目，制限項目，淘汰項
目の四種類に分類し，奨励項目は５３９項目，制限
項目は１９０項目，淘汰類は３９９項目を挙げ，中国
に必要もしくは不必要な技術・製品を明確にし
ている（許可項目はその他の三項目に属さず，
かつ国家の関連法律等に合致するものであり，
「目録」に列記しない）。
　今回の「産業構造調整指導目録」は原則的に
国境内の各種企業に適用する。そのうち，外国
投資企業は上記新「外商投資産業指導目録」に
基づき執行するが，「産業構造調整指導目録」は
「外商投資産業指導目録」を改定する主な根拠の
一つであり，各々の「目録」の執行中の政策上
において発生する問題は国家発展改革委員会と
商務部が協力して研究と話し合いにより解決す
る２５）ことを定めている。ここで一つ注目すべき
ことは，今回の「産業構造調整指導目録」に定
められている淘汰項目は外国投資企業にも適用
すると明記していることである。この意味にお
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いて，「産業構造調整指導目録」は外国投資企業
における対中投資の重要な指針であると理解し
てもよいだろう。
　２００６年に打ち出された経済成長方式の転換と
自主革新能力の向上のための諸方策は，外資直
接投資導入政策との関係からいえば，これまで
の外資直接投資依存型技術革新，産業の高度化
の色彩の強かった路線から，技術移転強化シス
テムの構築，外資の R&D機構の誘致の強化と
共同開発などをも組み込んだ自主技術革新路線
への転換であるといえよう。実はこの転換を図
ろうとする背後には，これまでの外資に対する
戦略政策の継続は可か否か，外資に対する優遇
政策のあり方，特に，外資に対する税収上の優
遇政策をめぐって論争が行われていた２６）。論争
の結果として，外資系企業に対する税収上の優
遇政策の見直しが行われ，企業所得税法及び同
実施条例が２００７年に公布し，２００８年１月１日の
実施と決めた。企業所得税法では，これまで実
施してきた外資系企業優遇税制を撤廃し，国
内・外企業の所得税を一律２５％と決めた。小型
薄利企業やハイテク企業はそれぞれ２０％，１５％
の優遇税率が適用される。このための認定基準
を定める実施条例を公布する。課税前控除方法
と基準を統一し，優遇措置も統一させ，「産業優
遇を主とし，地域優遇を従とする」ことを決め
た２７）。
　企業所得税法及び同実施条例の実施に伴い，
企業所得税優遇政策の経過措置を追って発表し
た。上記１５％の低税率優遇を受けていた企業は，
２００８年には１８％，２００９年には２０％，２０１０年には
２２％，２０１１年には２４％，最終的には２５％の通常
税率で徴税するのが２０１２年になるという経過措
置を取る。このほか，「２免３減」・「５免５
減」２８）の優遇措置を受けていた企業は，２００８年
１月１日の新税法実施後も引き続き期間満了ま
で優遇措置を受けられる。利益が上がらずまだ
優遇措置を受けていない場合は，２００８年度から
起算する。これら経過措置が受けられるのは
２００７年３月１６日以前に企業登録を行った企業に
限る。「西部大開発の租税優遇政策の通知」（財
税［２００１］２０２号）で定められた西部大開発の企
業所得税優遇政策は引き続き実施される。その
他企業所得税の経過措置としての優遇政策と新
税法及び同実施条例で定められた優遇政策が重
複した場合は，重複して受けることはできな
い２９）。
　なお，２００８年１月１日から新設されるハイ・
ニューテク企業が，５つの経済特区と上海浦東
新区内で上げる所得税については，最初の生
産・営業収入の属する納税年度から，１年目か
ら２年目まで企業所得税を免除し，３年目から
５年目まで２５％の通常税率の半分を徴収する３０）。
　次は，東北旧工業基地振興戦略について，一
瞥してみよう。実は，新中国成立以来，東北三
省（遼寧省・吉林省・黒龍江省）はエネルギー，
原材料，設備製造などを柱とする「新中国工業
基地」となり，「エネルギー・重化学工業」体系
を形成した。しかし，改革開放と市場経済の推
進により，従来の工業体系と企業メカニズムの
内在的矛盾が顕在化しつつあった。技術的に立
ち遅れ，設備が老朽化，ブランド製品が少ない
などいわゆる「新東北現象」が発生した。この
ため，激しい市場経済の競争の中で，東北三省
経済は低迷した。
　このような背景の下，２００３年１０月の共産党第
１６期第３回中央委員会全体会議において「東北
地区等旧工業基地振興戦略」の実施が決定され，
同年１２月，国務院は「東北地区等旧工業基地振
興戦略の実施に関する若干の意見」を提出した。
東北における充実した産業基盤と交通インフラ
の整備，国有企業の再編と改革，地域間格差の
是正，対外開放の促進，対外経済協力の強化を
狙う考えであった。政府はこれを沿海地域開放
や西部大開発と並ぶ重大な戦略と位置づけてい
る。このように「東北振興」が具体的に動き始
中国の外資直接投資導入政策と成果（完） 53
めた。
　東北地区等旧工業基地振興戦略の実施は，
WTO加盟後の全面的対外開放戦略の一構成部
分であるため，２００５年６月に，国務院は上記
「若干の意見」の下で，さらに「東北旧工業基地
の対外開放深化の促進の実施に関する意見」を
改めて提出した。今回の新「意見」は対外開放
の拡大は東北振興の重要方策であると指摘し，
対外開放の拡大を通じて，東北経済の国際市場
との関連度を向上させ，体制メカニズムを更新
し，産業転換を促進することによって，全面的
に東北旧工業基地の振興を推し進めることを強
調した。主に以下の四つのポイントが挙げられ
る。
　第１要点は，対外開放を通じて，外国投資企
業が国有企業の改革と再編成に参加することを
奨励し，国有企業体制や企業経営システムの改
革を促進する。具体的には，外国投資企業が国
有企業の買収，株式参入などを通じて，国有企
業再編に参加する場合，同企業の未納税金は国
務院の許可により免除することができ，外国の
戦略的投資企業による工業基地立地の再編に参
加することを歓迎し，金融，保険，観光などの
サービス分野も外資に開放し，国境貿易の税収
優遇政策を実施するなどかなり優遇的な政策の
導入を行う。
　第２の要点は，外資導入の質とレベルを向上
させる。東北における重点産業と企業への外資
直接投資を支持し，奨励する。特に，現代的農
業，装備製造業，化学工業，ハイテク産業と農
産品加工業などの業種への投資は，先端技術や
設備の導入に際して，政府が政策的信用を与え
たり，批准を受けた後資本金の比率を縮小する
ことができるなどの奨励措置を実施する。
　第３の要点は，地縁的優位性を生かし，「外資
導入」と「海外進出」を結合した形の発展戦略
を通じて，地域経済交流と健全な発展を促進す
る。
　第４の要点は，国有企業の改革・再編の過程
の中で直面する労働者の就業，再就業問題の改
善を最優先にする。国有企業の改革・再編の過
程において，就業や再就業に貢献できる外国投
資企業に対して，奨励し，優遇政策を実施す
る３１）。
　さらに，２００５年１０月吉林省の長春で，中央政
府が乗り出して初めて開催する「東北アジア貿
易（投資）博覧会」が開催され，東北地域の外
資誘致のための優遇策を主として，国有企業の
買取，産業の競争力の向上，開放領域，税収政
策と投資の便益性という５の方面から実行して
いくことが強調された３２）。
　貿易と投資が一体化した形で進行してきた現
段階の経済のグローバリゼーションの中，中国
は WTO加盟によって，経済のグローバリゼー
ションの全体的枠組を本格的に受け入れた。そ
の後，中国は貿易と外資直接投資導入の両面に
おける戦略政策の策定作業に取りかかっている。
本稿は WTO加盟後中国の外資直接投資導入実
態に関していささか整理を試みようとするもの
である。貿易戦略政策に関する議論は深入りし
ないが，外資系企業の輸出入額の中国の輸出入
総額に占める割合は半分を超えるという状態は
２００１年から続いている。このような事情から見
れば，貿易と対外直接投資は緊密な関連をもっ
ていることが分かる。ここで，本稿と最も関連
のある貿易政策上の関連事項を一瞥してみよう。
　経済社会の広範な分野に関して，対外開放を
進め，国際的基準に合致した制度を段階的に構
築するとの公約をした上で WTO加盟を実現し
た中国は，これら公約に基づき，関連法の制定
及び改正を含めた各種制度の改善・構築を急
ピッチで進めてきた。公約の中には，非関税障
壁の撤廃，関税引き下げ，外国企業への貿易権
の段階的付与，流通・通信・金融・証券等の分
野の対外開放等，中国の貿易制度の根幹に関る
問題が含まれている。これらの公約を実施する
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ために法的整備が必要であるが，このため対外
貿易法改正も行われた。
　２００４年４月新「対外貿易法」が採択され，同
年７月１日から実施された。今回の「対外貿易
法」の改正により，外資系企業にとって，最も
朗報となったのは，対外貿易権に対する制限が
撤廃されたことであろう。これによって，中国
にあるすべての企業が，自社製品に限定されず
に，中国全地域で商品の貿易に従事する権利，
すなわち中国全土の販売権をもてるようになっ
た３３）。
　「対外貿易法」改正の発表とほぼ同時に，商務
部は「外商投資商業分野管理弁法」を公布した。
これは対外開放をさらに拡大し，市場流通体系
作りをより完全なものにするため，外資直接投
資企業向けの関連諸法に基づいて制定したもの
である。
　本「弁法」によると，２００４年１２月１１日以後，
流通業に対する外資の出資率の上限であった
６５％制限は撤廃され，外資１００％のいわゆる外
資独資企業の設立が可能となった。内資企業
（国内資本企業）については，資本金１００万元以
上の企業であれば，制限が撤廃される。いずれ
も許可制から届出制に移行している３４）。
　貿易権の取得は，外資系企業にとって，生産
基地と巨大市場の両要素を兼ね備える中国の戦
略的な位置づけが一段と高くなることを意味す
る。グローバル企業は，世界各地のグローバル
調達ネットワークを生かし，世界各地からの多
様な商品供給や品揃えが可能となり，商品調達
コストにおいて競争優位性が向上するだけでな
く，世界最大市場としての中国市場を含めて全
世界の包括的な販売やマーケティング戦略を描
けるようになる。一方，前述したとおり，これ
まで，取引条件として行使してきた「市場を
もって技術と交換する」という外資導入政策は，
WTO加盟により無効になってしまった。WTO
加盟後の過度期の後半期を迎え，今後の中国の
国民経済発展を図るために，如何に WTO加盟
国という枠組（制約条件）の下で，新たな外資
直接投資導入戦略政策を有機的に国民経済発展
に取り込み，主体的国民経済発展を推し進める
かが今後の大きな課題となる。
４．３　外資系企業の地位と基本特徴の変化
４．３．１　製造業部門における外資系企業の地位
と特徴の変化
　１９９７年のアジア金融危機後，中国における外
資直接投資はやや下降期に入ったが，中国の
WTOへの加盟に関する交渉の進展に合わせて，
外国企業は中国の WTO加盟の実現を睨み，対
中投資を増加させる方向に転じた。WTO加盟
後の２００２年における外資直接投資の契約件数，
契約投資額はいずれも２００１年に比べそれぞれ
３０.７２％および１９.６１％の増加となった。続く
２００３年の新たな契約件数は４１,０８１件で，契約外
資金額が１,１６９億ドルで，２００２年に対してそれぞ
れ２０.２２％および３７.９４％の増加となり，２００８年
においては新たな契約件数は２７,５１４件，対前年
比２７.３５％減，実行外資投資金額は９２３.９５億ドル
（金融部門を含まない），対前年比２３.５８％増で
あった。発展途上国における外資流入のトップ
の座を維持し続けてきた。
　上述のような結果は，中国の WTO加盟実現
をきっかけに，中国市場が一層開放され，世界
市場と一体化するようになったことを意味して
いる。こうした結果，中国で製品を加工して再
輸出するタイプの投資に加え，中国で製品を販
売する国内市場指向型投資も増えている。多国
籍企業のグローバル戦略にも一部変化がみられ，
このため，中国への投資を増加したと考えられ
る。
　WTO加盟直前の２００１年では，契約投資件数
は２６,１４０件，契約外資金額は６９１.５９億ドル，実
行投資金額は４６８.７８億ドルであった。２００１年末
時点での外資系企業の累計認可件数は３８９,５４９
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件，契約累計金額は７,４５０.６億ドル，実行投資累
計金額は３,９３５.１億ドルに達している。WTO加
盟４年後の２００５年は，新たに契約された外資投
資企業数は４４,００１件であり，２００１年の１.７倍であ
る。単年度の新契約外資投資企業数としての
ピークを迎えた。その後，契約外資投資企業数
は減少に転じ，２００７年では，新たに契約された
外資投資企業数３７,８７１件で，対前年比８.６９％減，
２００８年には２７,５１４件，対前年比２７.３５％の急減と
なった。これに対し，実行投資金額は増加する
一途にある。２００６年は６３０.２１億ドルで，２００７年
は７４７.６８億ドルで，２００８年は９２３.９５億ドルに達
し，２００１年の状況と比べ，７年間で倍増したの
である。しかし，サブプライムローンに端を発
した世界規模の金融危機の影響を受け，２００８年
後半から中国への外資直接投資額の減少が目
立った。特に第四半期には非金融部門への外資
直接投資額は連続の減少を見せ，WTO加盟以
来，初めてのこととなった。
　２００８年における対中国直接投資（実行投資額
ベース）上位５位の国・地域は次の通りである。
香港（４１０.３６億ドル），イギリス領バージン諸島
（１５９.５４億ドル），シンガポール（４４.３５憶ドル），
日本（３６.５２億ドル），イギリス領ケイマン諸島
（３１.４５億ドル）である。２００８年の実行投資金額
の GDPに占める割合は２.１％であり，２００３年の
３.７９％に比べ，やや下がっている。
　WTO加盟後，外資直接投資の産業別分布状
況から見れば，製造業は一貫して外資直接投資
の重点的分野となっている。２００８年の状況で
は，全体として，製造業の比重は以前と比べ，
やや下降しているが，依然として外資直接投資
の主要領域となっている。農・林・牧・漁業へ
の投資額は大幅に増えたものの，全体に占める
割合は依然として小さい。サービス部門におけ
る外資直接投資額は安定的増加趨勢が見られる。
　近年，外資直接投資利用の質を高めるため，
政府は一連の投資方向や，投資産業のグレード
アップを促進する政策を打ち立てた。上述した
ように，２００７年１２月１日に実施し始めた「外商
投資産業指導目録」では，現代的農業，ハイテ
ク産業，現代的サービス業，ハイエンド製造分
野と基礎設備製造分野等の領域は奨励項目に入
れられ，国内では，すでに成熟した技術を掌握
し，比較的高い生産性を持つ伝統的製造業は奨
励項目から外された。２００８年，国務院はサービ
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表４－３　外資直接投資額（実行ベース）（２００２～２００８年）
外資固定資
産投資の総
固定資産投
資額に占め
る比率（％）
実行投資額
の GDPに 
占める比率
（％）
その他の 
形態による 
外資投資
（億ドル）
直接投資
（億ドル）
対外借款
（億ドル）
金　　額
（億ドル）年
４.６４.３２２.７５２７.４－５５０.１２００２
４.４４.０２６.４５３５.０－５６１.４２００３
５.３３.７３４.４６０６.３－６４０.７２００４
４.５２.７３４.８６０３.３－６３８.１２００５
３.６２.４４０.６６５８.２－６９８.８２００６
３.４２.２３５.７７４７.７７８３.４２００７
２.９２.１２８.６９２４.０９５２.５２００８
－－－９.８－９.６年平均成長率％２００２－２００８
出所：中華人民共和国統計局編『中国統計年鑑・２００９』，中国統計出版社，２００７年，１８６頁より作成。
ス業の発展の深化に関する政策の実施意見を発
表し，サービス業の安定的発展の推進のために，
新たに若干の建議を打ち立て，関連部門による
関する支持政策を発表した。これら政策の総合
的影響の下で，２００８年の外資直接投資構造もよ
り深化し，新たに契約された外資直接投資企業
の中で，製造業領域は５４％を占め，そのうち，
通信設備，パソコンおよびその他の電子設備製
造，専門設備製造，電気機械及び機材，一般機
械製造，交通・運輸設備製造などの業種の成長
は顕著であった。
　上述のように WTO加盟以後，中国はこれま
での外資直接投資導入総体戦略である「市場を
もって技術と交換する」という戦略方針に基づ
き，自国市場を技術導入のための自己の戦略手
段として利用できる前提条件は基本的にはなく
なったといえる。WTO加盟という新たな枠組
（制約条件）のもとで，中国が急速に産業技術高
度化をはかっていくために，外資系企業が自ら
推進してきた技術移転の水準を超えたものを獲
得する新たな戦略思考が必要となろう。
　宋泓・柴瑜氏の見解によれば，外資系企業の
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表４－４　形態別外資利用状況－２００８年
実行投資金額
（億ドル）契約件数　外　　資　　利　　用　　形　　態
９５２.５３ ２７,５１４ Total合計
－－Foreign Loans対外借款
９２３.９５ ２７,５１４ Foreign Direct Investment直接投資
１７３.１８ ４,６１２ Joint Ventures Enterprises合弁企業
１９.０３ ４６８ Cooperative Operation Enterprises合作企業
７２３.１５ ２２,３９６ Foreign Investment Enterprises 外資独資企業（１００％）
８.５９ ３８ Foreign Investment Share Enterprises株式投資企業
０ ０ Cooperative Development合作開発
０ ０ Othersその他
２８.５８ ０ Others Foreign Investmentその他の形態による外資投資
０.７７ ０ Sale Share証券
１.４４ ０ International Leaseリース
０.５２ ０ Compensation Trade補償貿易
２５.８５ ０ Processing and Assembly加工・組立貿易
注：本表の統計数値には金融部門における外資直接投資金額は含まれていない。２００８年末現在，商務
部が許可した外資直接投資の契約累計件数は６５万９,８８５件，同累計実行金額は８,９９０.５９億ドル，累
計契約件数のうち製造業企業は６８.７７％，同累計契約金額が総累計契約金額の６０.８４％を占める。
実行外資投資金額の地区別構成では，東部地区８２.５２％，中部地区８.１４％，西部地区４.４９％となっ
ている（商務部外資司の統計資料による）。累計契約件数約６６万弱社のうち，操業の実態のある
企業数は約１８.６万社（法人格企業のみ，支店・事務所・出先工場を含まない）（国家統計局『第
二次全国経済普査主要数据公報』，中国統計出版社，２０１０年，３頁）。なお，２００８年６月まで，実
際登録している企業数は４２.４６万社（操業の実態の有無を問わず，法人格企業のほか，支店・事
務所・出先工場をも含む）（国家工商行政管理総局編『新中国工商行政管理史志・上巻』，中国工
商出版社，２００９年，３１０頁）。上記の統計資料を総じて見れば，少なくとも２００８年６月時点では，
すでに企業登録を抹消し，事業を中止，終了，或は撤退している企業数は累計で２３万社に上ると
推測される。
出所：商務部外資司による（htp://www.fdi.gov.cn/pub/FDI/wztj/wstztj/lywztj/t20090122_101098. 
htm）。
中国の産業成長に対する影響を，外向型（外国
市場指向型）と内向型（国内市場指向型）に分
けて分析された上で，外資系企業は輸出傾向が
高く，中国の各産業の輸出拡大に大きな促進作
用を果たしたが，外資系企業の工業部門の産業
成長に対する内向型影響は，外向型成長に与え
た影響よりもはるかに大きいことを正視すべき，
外資系企業の国内市場マーケットシェアが２０％
を超える業種がかなりあることを指摘され，
１９９７年の統計資料による分析では，９業種（小
分類業種区分による）では４０％を超える点を重
視すべきである３５）という。
　ここでは，上記両氏と必ずしも同一の業種分
類ではないが，２００９年の『中国工業経済統計年
鑑』の統計に基づき，２００１年と対比しながら
２００８年の外資系企業の国内マーケットシェアの
変化の状況とこれまでの外資直接投資導入戦略
の問題点及び新たな方向性について見てみたい。
　表４－５で示しているように，統計に入れた２９
業種のうち，２００８年に国内市場マーケットシェ
アが２０％を超える業種は２１種で，２０％未満の業
種は「タバコ」，「紡織」，「木材加工」，「石油加
工・コークス」，「非金属鉱物」，「鉄及び関連金
属」，「非鉄金属」，「電力」の８業種のみである。
２００１年の国内マーケットシェアが２０％未満で，
２００８年に２０％を超えた業種は，「化学」（６％上
昇），「化学繊維」（１０％同），「一般機械」（２％
同），「専門設備」（８％同）の４業種である。
２００１年の国内マーケットシェアが２０％以上で，
２００８年はさらに上昇しているのは，「食品加工」
（５％上昇），「飲料」（６％同），「皮革・毛皮・
羽毛製品」（５％同），「製紙および紙製品」
（０.６％），「医薬品」（３％），「ゴム」（４％同），
「交通・運輸設備」（１４％同），「電気機械及び機
材」（０.８％同），「科学機器・計器，事務用機械」
（４％同）の９業種である。
　２００１年の国内マーケットシェアが２０％以上
で，２００８年にシェアが下がっているのは，「食
品製造」（４％低下），アパレル「０.６％同」，「木
材加工」（１３％同），「家具」（１.７％）「印刷」（６ 
％同），「文化・教育・体育用品」（０.７％同），
「プラスチック」（６％同），「金属製品」（４％
同），「電子及び通信設備」（１.４％同）の９業種
であるが，「木材加工」を除き，いずれの業種も
２０％を超えたままで比較的高い水準を保ってい
る。２００８年に国内市場マーケットシェアが２０％
未満の業種で，２００１年に比べシェアが上昇して
いる業種は，「紡織」（２％上昇），「石油加工・
コークス」（４％同），「鉄及び関連金属」（６％
同），「非鉄金属」（３％同），「非金属鉱物」
（０.３６％同）の４業種で，シェアが下がったのは
「電力」（８％低下），「非金属鉱物」（０.５％）の
２業種のみで，国家専営を基本とする「タバコ」
部門における外資系企業の国内マーケットシェ
ア（２００８年のシェアは０.１１％）は，特に取り上
げる必要はないだろう。
　上記２９業種のうち２００１年に比べて２００８年に外
資系企業の国内マーケットシェアが上昇した業
種は１７業種で，反対に下がった業種は１１業種
（「タバコ」を除く）である。この状況からする
と，中国の WTO加盟後外資系企業が全般的に
国内市場への参入を強めている事情がわかる。
　表の４－５と４－６の結果を合わせながら見る
と，２００８年における外資系企業の国内マーケッ
トシェアが２００１年シェアに比べて下降している
「タバコ」と「電力」以外の１０業種のうち，「印
刷」，「電子及び通信設備」の２業種に関しては，
各々の業種の国内市場マーケットシェアが下
がったものの，各々業種全体の出荷額に占める
輸出の割合が上昇する業種で，外資系企業はそ
れぞれの業種全体の中に占める地位は依然とし
て高い業種であることが読み取れる。残りの８
業種は，いずれも輸出を含めた外資系企業の業
種全体のマーケットシェアも下がっているか
ら，この８業種は国内資本企業の競争力が外資
系企業より勝るか，ほぼ対抗できる状況にあり，
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表４－５　外資系企業の市場占有率の変化
２００８年２００１年
業　　種
国内市場向
け工業出荷
額に占める
外資系企業
シェア（％）
外資系企業
の工業出荷
額に占める
輸出比率
（％）
（Ａ）に
占める外
資系企業
の比率
（％）
全国工業
出荷額に
占める輸
出比率
（％）（Ａ）
国内市場向
け工業出荷
額に占める
外資系企業
シェア（％）
外資系企業
の工業出荷
額に占める
輸出比率
（％）
（Ａ）に
占める外
資系企業
の比率
（％）
全国工業
出荷額に
占める輸
出比率
（％）（Ａ）
２５.０８１３.８５１.４５７.２５２０.１８２４.３１５０.７９１１.３２食 品 加 工
３５.４６１１.７４９.０８８.７６３９.００１２.０１５３.３８９.０７食 品 製 造
３５.７７４.７５６.１２３.０３２９.６５４.１９４１.３１３.０４飲 料
０.１１１.５０.３３０.４８０.６８４.４８３.６４０.８６タ バ コ
１６.７４４０.４４７.２２１９.４０１４.４９５２.９９３９.１７２９.４２紡 織
３１.１４５２.７６１.６９３５.９５３１.７６６８.２５５８.４４５３.８８ア パ レ ル
３５.１０５３.５６８.８２３７.００３０.５６７６.７１７２.０５５８.２９皮革・毛皮・羽毛製品
１１.１５３５.５４１.８６１２.７９２３.９６３０.３７５７.５４１５.３７木 材 加 工
２４.１９６１.７６６.５８３６.９５２５.８５６４.９９７９.０８３７.７７家 具
２９.６６１７.５８３.５３７.０１２９.０４１６.１１７２.０４７.１９製紙及び紙製品
２２.４２２８.３７９.９２９.９６２８.２９２３.５０９３.６９８.４９印 刷
３６.３０７２.４７２.５４５６.７１３６.９８７８.８１７２.４８６５.４８文化・教育・体育用品
１２.５７７.５５９.９０１.６７８.５３１０.３０２４.６３３.３８石油加工・コークス
２４.７５１５.６４８.４９８.６０１９.０２１９.７１４３.４６９.７０化 学
２５.５２１３.８３６.９６９.９８２２.２３９.００２０.８５９.５４医 薬 品
２９.９４１０.４３７.１１８.５２１９.７０１４.１１４２.１４７.１３化 学 繊 維
３１.２９３８.６６５.０５２３.２１２６.９３３９.８１６３.６７２１.８６ゴ ム
２６.８９４２.３７６.５５２０.４５３２.６８４３.４４７７.７５２４.４０プラスチック
１４.２７２１.６５１.７４７.０８１４.７７３０.０３５９.００９.７０非 金 属 鉱 物
１３.９４８.７１８.０５６.８４７.８９７.１４１４.５２４.０１鉄及び関連金属
１３.９７１６.０４４.２２５.６８１０.８５１８.８９２２.２２１０.２１非 鉄 金 属
２２.０７４３.９６４.６１２１.１０２６.４５４５.１３６５.１１２５.０４金 属 製 品
２０.６７３０.６５４.３８１４.３８１８.２６３０.９５４５.０６１５.３７一 般 機 械
２２.３４２８.８５７.８６１３.５１１３.９８２９.６２５３.００９.９９専 門 設 備
４３.９５１７.４５０.５８１５.４８２９.７６１３.１２４４.５７９.１６交通・運輸設備
２５.３２４４.８６８.３２２３.１３２４.４８４２.０１６７.７２２０.７５電気機械及び機材
５９.１７７６.７９１.９０６７.９７６０.５４５２.６９９０.８５４２.６０電子及び通信設備
３４.７４６５.６８７.３５４３.１５３１.１１７３.４８８７.４０４９.６５科学機器・計器，事務用機械
８.１３１.８７９.９３０.００２１６.８０６.０５９６.４０１.１１電 力
出所：国家統計局工業交通統計司編　『中国工業経済統計年鑑・２００２』，中国統計出版社，２００２年，６９，７３， 
９９，１０３頁，同『年鑑・２００９』，同出版社，２００９年，６０，６１，９２，９３頁より作成。
グローバル化に向けての自立的発展が展望され
る業種である。ここでは固有の競争力優位の獲
得，創出，製品品質と等級のグレードアップが
大きな課題となろう。これらの強化を目的とし
た自立的発展に向けた合作も，戦略の一つとな
ろう。
　２００８年に外資系企業の国内市場マーケット
シェアが２０％を超える業種で，２００１年に比べて
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表４－６　外資系企業の市場占有率－２００８年
国内市場向
け工業出荷
額に占める
外資系企業
シェア（％）
外資系企業
の工業出荷
額に占める
輸出比率
（％）
（A）に占め
る外資系企
業の比率
（％）
全国工業出
荷額に占め
る輸出比率
（％）（A）
全国売上高
に占める外
資系企業の
シェア
（％）
業　　種 ２００１年に対す
る趨勢
２００１年
に対す
る趨勢
 ２５.０８１３.８ ５１.４５ ７.２５  ２７.４７食 品 加 工
 ３５.４６１１.７ ４９.０８ ８.７６  ３７.３９食 品 製 造
 ３５.７７４.７ ５６.１２ ３.０３  ３６.９４飲 料
 ０.１１１.５ ０.３３ ０.４８  ０.１１タ バ コ
 １６.７４４０.４ ４７.２２ １９.４０  ２２.５８紡 織
 ３１.１４５２.７ ６１.６９ ３５.９５  ４２.３８ア パ レ ル
 ３５.１０５３.５ ６８.８２ ３７.００  ４７.５９皮革・毛皮・羽毛製品
 １１.１５３５.５ ４１.８６ １２.７９  １５.００木 材 加 工
 ２４.１９６１.７ ６６.５８ ３６.９５  ３９.９７家 具
 ２９.６６１７.５ ８３.５３ ７.０１  ３２.７２製 紙 及 び 紙 製 品
 ２２.４２２８.３ ７９.９２ ９.９６  ２８.１１印 刷
 ３６.３０７２.４ ７２.５４ ５６.７１  ５６.４０文化・教育・体育用品
 １２.５７７.５ ５９.９０ １.６７  １３.２０石油加工・コークス
 ２４.７５１５.６ ４８.４９ ８.６０  ２６.５３化 学
 ２５.５２１３.８ ３６.９６ ９.９８  ２６.９６医 薬 品
 ２９.９４１０.４ ３７.１１ ８.５２  ３０.９５化 学 繊 維
 ３１.２９３８.６ ６５.０５ ２３.２１  ３８.７４ゴ ム
 ２６.８９４２.３ ７６.５５ ２０.４５  ３６.９２プ ラ ス チ ッ ク
 １４.２７２１.６ ５１.７４ ７.０８  １７.０１非 金 属 鉱 物
 １３.９４８.７ １８.０５ ６.８４  １３.６７鉄 及 び 関 連 金 属
 １３.９７１６.０ ４４.２２ ５.６８  １５.４３非 鉄 金 属
 ２２.０７４３.９ ６４.６１ ２１.１０  ３１.２２金 属 製 品
 ２０.６７３０.６ ５４.３８ １４.３８  ２５.９６一 般 機 械
 ２２.３４２８.８ ５７.８６ １３.５１  ２７.３１専 門 設 備
 ４３.９５１７.４ ５０.５８ １５.４８  ４５.５４交 通 ・ 運 輸 設 備
 ２５.３２４４.８ ６８.３２ ２３.１３  ３５.２２電気機械及び機材
 ５９.１７７６.７ ９１.９０ ６７.９７  ８１.１６電子及び通信設備
 ３４.７４６５.６ ８７.３５ ４３.１５  ５７.７７科学機器・計器，事務用機械
 ８.１３１.８ ７９.９３ ０.００２ ７.９６電 力
出所：国家統計局工業交通統計司編『中国工業経済統計年鑑・２００２』，中国統計出版社，２００２年，６９，７３， 
９９，１０３頁，同『年鑑・２００９』，同出版，２００９年，６０，６１，９２，１０３頁。
そのシェアが上昇している１３業種のうち，業種
全体に占める輸出比率が下がっている業種のう
ち（「タバコ」，「電力」を除き），「皮革・毛
皮・羽毛製品」の下げ幅が大きい。当該業種の
２００８年におけるこの業種全体の全国工業出荷額
に占める輸出比率が５０％を切り，３７％となった
（２００１年の同比率は５８.２９％である）。そのうち，
外資系企業が占める比率は依然として高い水準
を保っている（３８.８２％）。しかし，当該業種の
全体の輸出比率の急激な下降は，全体的にはこ
の業種における内資企業の競争力はあると判断
されるが，すでに市場が成熟段階に達してお
り３６），中国製「皮革・毛皮・羽毛製品」の世界
市場に占めるシェアも高く（例えば，２００３年に
おける中国製の靴類の輸出世界第一の地位にあ
り，主要三大輸出市場でみると，アメリカの靴
類輸入の６０％以上，EUのそれの２０％，日本の
それの６７％を占める３７）），潜在的市場規模の余地
がすでにさほど大きくなく，輸出価格低迷の状
況下で３８），内資企業は低中級品の低価格競争と
市場の多様化によって輸出を伸ばし，外資系企
業は成熟化へ向かう国内市場に重点を移しつつ
あるとみられる。中国は皮革，毛皮関連資源に
おいて世界一といわれている上に，ここのとこ
ろ下工程の技術も向上してきており３９），加工貿
易形態を主軸とはするが，通常貿易形態がやや
増えてきている。
　２００８年に外資系企業の国内市場マーケット
シェアが２０％を超える業種のうち，「飲料」，
「製紙および紙製品」，「医薬品」，「ゴム」，「一
般機械」，「専門設備」，「交通・運輸設備」，「電
気機械及び機材」，「電子及び通信設備」の９業
種では，輸出を含めた外資系企業の業種全体の
マーケットシェアが上昇すると同時に，国内市
場マーケットシェアも上昇している。すなわ
ち，国内外の両市場のいずれにおいてもともに
外資系企業の競争力が強い業種といえる。こう
いった業種の中でも，輸出を含めた外資系企業
の業種全体のマーケットシェアの上昇が著しい
のは，「交通・運輸設備」（１４.０１％上昇），「電子
及び通信設備」（７.３９％同）である。「科学機
器・計器，事務用機械」は業種全体の輸出比率
が下がったものの，外資系企業の輸出に占める
割合が２００１年とほぼ同水準であること，国内市
場マーケットシェアが２００１年より上昇している
ことから，以下，この三つの業種を取り上げて
見てみよう。
　まず「交通・運輸設備」部門では，２００８年の
業種全体の工業出荷額の１５.４８％が輸出されてい
るが，このうち外資系企業が５０.５８％を担当して
いる。売上高に占める外資系企業のシェアは急
速に高まっていると同時に，業種全体の輸出比
率及びこの中に占める外資系企業の比率も上昇
してきている。さらに，注目するのは，国内市
場向け工業出荷額に占める外資系企業の割合も
急上昇していることである。外資系企業の工業
出荷額に占める輸出比率は２００１年に比べ，
４.２８％の上昇がみられると対照的に，外資系企
業の国内市場におけるマーケットシェアは
４３.９５％に達し，２００１年に対し１４.１９ポイントの
上昇を見せた。このことから外資系企業の国内
市場重視が明確に出ていることがいえよう。
　この業種には鉄道輸送機械設備製造部門，自
動車製造部門，モーターバイク製造部門，電車
製造部門，船舶製造部門，宇宙・航空機製造部
門などが含まれるが，船舶製造部門については
すでに国際的にみてほぼ先進水準に到達してお
り，鋼質船舶の製造においては，世界第三位の
地位にある４０）。２００５年の造船は１,２００万トンに達
し，国際市場に占めるシェアは前年の１４％から
１８％に上昇したと伝えられる４１）。しかし，中国
の船舶製造の６０％のセット部品は輸入されてお
り４２），今後の潜在的競争力を発揮させるため，
技術の学習と自己開発の努力が必要不可欠とな
る。２００５年１月１日から実施された「外商投資
産業指導目録」では，一部の特殊船，高性能船
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の船舶設計・製造，部品などの設計・製造にお
ける外資導入は奨励項目（中国側がマジョリ
ティをもつ）とされている４３）。さらに，前述し
た２００７年改正「指導目録」では，船舶通信ナビ
ゲーション設備の設計・製造のほか，船舶用
レーダー，ジャイロパイロット，船舶内部の公
共放送システム等の設計・製造を新たに加わっ
た４４）。
　宇宙・航空機製造部門は国家安全関連産業で
あり，国際競争力の発展段階からみた自立的発
展という観点とは別の自立的発展戦略が必要と
なる部門である。上述「外商投資産業指導目録」
では，中国側がマジョリティをもつ形で奨励項
目となっているが４５），民間用航空機はほとんど
先進工業国に独占されており，この部門での自
立的発展は当面困難とみられる４６）。
　鉄道輸送機械設備製造部門は一般的水準の基
礎を備えているが，今日の時代的要請に対応す
るに十分な水準に達していない４７）。上述２００７年
改正「指導目録」でも，高度の水準の鉄道輸送
技術設備製造と都市快速鉄道交通輸送設備製造
部門は外資導入奨励業種とされている４８）。
　２００５年１月１日から自動車輸入の割当許可証
管理が取り消され，多くの車種の関税率は３０％
に引き下げられ，さらに２００６年７月１日までに
２５％に，また自動車関連部品の関税率は１０％に
まで引き下げられる。また，２００５年から第一段
階の燃費基準制限が設けられ，２００８年からは第
二段階が実施される。このような事情から，中
国自動車業界は厳しい競争を余儀なくされるこ
とになる４９）。
　２００５年における自動車生産台数は５７０万台を
突破し，約５７０.７７万台に達した。国内販売台数
は５７５.８２万台で，日本につく世界第３位となっ
た５０）。２００６年は８８８.２４万台を生産し，自動車市
場の規模として，日本を超え，世界第２位に
立った５１）。さらに，２００８年では，年間生産台数
は９３４.５１万台，国内販売台数９３８.０５万台（商用
車含む，国内生産分のみ）に達した。前述した
新燃費基準の実施や金融危機からの影響を受け，
対前年比６.７％増にとどまった。１９９９年以来，１０
年ぶりに１ケタ成長に終わった。伸び率からい
えば，対前年１５.１ポイント低下。車種別にみる
と，乗用車の販売台数は６７５.５６万台，はじめて
５００万台を突破し，当年総販売台数の７割を超え
る。対前年比７.２％増である５２）。
　２００４年６月１日から実施された「汽車産業発
展政策」では，ブランド戦略，自己の知的所有
権による製品の開発の奨励，現有の自動車メー
カーの再編成によって，自動車工業の自立的発
展の方針が打ち出された５３）。当然ながら，上述
の２００４年改訂「指導目録」でも，完成車製造
（R&Dを含む，自動車，モーターバイクの完成
車製造については外資出資比率は５０％を超えな
いこと），エンジン製造（R&Dを含む），主要部
品製造，電子制御装置製造などは奨励業種とさ
れており５４），２００７年改訂「指導目録」では，さ
らに軽量化及び環境配慮型の素材・部品生産な
どが新たに奨励項目の対象に加えられた５５）。技
術移転の推進をはかりながら，自立的発展を目
指していることが読み取れる。
　次に「科学機器・計器，事務用機械」業種に
ついてみてみよう。「科学機器・計器，事務用機
械」業種では，２００８年における業種全体の工業
出荷総額の４３.１５％が輸出されており，外資系企
業がこの８７.３５％を担い，輸出に占める外資系企
業の輸出比率は２００１年に比べほぼ同水準である。
また，外資系企業は２００１年にすでに国内市場に
おいて３１.１１％のマーケットシェアをもっていた
が，２００８年には３４.７４％に達した。全体の輸出比
率がやや低下している中で，国内市場のマー
ケットシェアの上昇は，ここのところ国内市場
への傾斜が進んでいることを物語っている。し
かし，２００３年よりその割合が落ちていることか
ら，国内資本企業の当該業種における生産性の
向上もみられる。しかし，この業種はハイテク
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業種に属し，中国の R&D投資も少なく技術開
発成果も小さい５６）。映画関連機械，カメラ及び
関連機械，複写機，電卓，時計類などの労働集
約的な機械を除く，工業自動制御機械，電子・
電気機械用計器・機器，専門計測機械などハイ
テク分野では，ほとんど優位を備えておらず５７），
当面の発展段階では自立的発展によるグローバ
ル化を直接に推進することは困難とみられるが，
当該ハイテク分野の中国現地生産の拡大につ
れ５８），ハイテク技術の学習や消化・吸収により，
自立化に向けた段階的行程計画に基づいた戦略
が期待されよう。
　最後に「電子及び通信設備」部門では，２００８
年における「電子及び通信設備」業種全体の工
業出荷総額の６７.９７％は輸出されており，外資系
企業がその９１.９０％を担っている。２００１年に比べ
て外資系企業の工業出荷額における輸出比率の
大幅上昇が見られる。外資系企業は２００１年にす
でに国内市場において６０％以上のマーケット
シェアをもっていることから，２００６年は２００１年
よりさらに上回り，８２.８１％のシェア占め，これ
まで最高記録を残っている。その後やや低下す
る傾向にあり，２００８年の国内市場マーケットは
５９.１７％で，２００１年に比べほぼ同水準を保ってい
ることから，外資系企業は全面的に市場を制覇
しているといえよう。
　中国政府や中国企業はデジタル技術の国産化
を強力に推し進めており，中でも次世代製品で
は独自技術の確立を目指しているが，特許をほ
とんどもたず，薄利多売の産業構造を強いられ
ている状況下で国産化が重要な課題である。す
でに一部ではあるが独自技術開発に挑む企業も
現れつつある５９）。中国情報産業部は，開発の難
航が伝えられていた中国企業が中心になって開
発を進めてきた第三世代携帯電話（国際電気通
信連合が認める ３G）の標準規格として
「TD–SCDMA」方式を採用すると発表した。こ
のことは，同規格が実用化に耐えられる技術水
準に達したこと意味するものであろう６０）。いう
までもなく簡単な一部の電子製品部位において
内資企業も比較優位をもってはいるが，当該業
種の多くの国内資本企業は主要なモジュール部
品を輸入して組み立て，その製品を輸出あるい
は国内販売するというパターンが多い。
　複雑な電子設備を含む「電子及び通信設備」
全体的としては，この段階では当分の間自立的
発展によるグローバル化を直接一気に推し進め
ることは困難とみられ，すでに述べた技術移転
戦略を駆使しつつ，一部の当該業種の末端部位
から時間をかけ学習，自己開発過程を経て攻め
上るしかない６１）。グローバル化に向けた自立的
自主開発体制作りが必要不可欠になろう。長期
的には，中国は一定の動態的比較優位を備える
ことになろう６２）。
４．３．２　WTO加盟後外資系企業の貿易参入状
況
　WTO加盟後，中国の貿易構造にも大きな変
化が現れた。労働集約型産品を中心とする貿易
構造が変化しつつ，２００８年の輸出貿易構造は
２００２年に比べて，中・高技術産品の輸出の割合
が増加する傾向にある。中国の貿易のこのよう
な迅速な発展の中では，外資系企業の役割が大
きい。外資系企業の輸出入額の中国の輸出入総
額に占める割合が半分を超える状態は２００１年か
ら続いている。２００８年の状況においては，外資
系企業の輸出入総額は１兆４,１０５.８億ドルに達し，
対外貿易全体の５５％を占めている。WTO加盟
後も輸出志向発展戦略を実行する中，外資系企
業の貿易における地位は年々高まりつつある。
　さらに，２００４年新「対外貿易法」が実施さ
れ，外資系企業に対する対外貿易経営権制限の
撤廃により，外資系企業が，自社製品に限らず
に，中国全土で商品の貿易に従事する権利をも
てるようになり，輸出入貿易の増加の勢いは止
まらなかった。その後，貿易は中国の経済発展
を支える両輪の一つとして，その役割を果たし
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表４－７　WTO加盟後の貿易暦年推移
単位：億ドル，％
前年比貿易収支前年比輸　入前年比輸　出前年比輸出入総額年
９３.５２２５.５１０８.２２,４３５.５１０６.８２,６６１.０１０７.５５,０９６.５２００１
１３５.０３０４.３１２１.２２,９５１.７１２２.４３,２５６.０１２１.８６,２０７.７２００２
８３.７２５４.７１３９.８４,１２７.６１３４.６４,３８２.３１３７.１８,５０９.９２００３
１２６.０３２１.０１３６.０５,６１２.３１３５.４５,９３３.３１３５.７１１,５４５.５２００４
３１７.４１,０１８.８１１７.６６,６０１.２１２８.４７,６２０.０１２３.２１４,２２１.２２００５
１７４.２１,７７４.６１２０.０７,９１６.１１２７.２９,６９０.７１２３.８１７,６０６.９２００６
１４７.７２,６２２.０１２０.７９,５５８.２１２５.７１２,１８０.１１２３.５２１,７３８.３２００７
１１２.７２,９５４.６１１８.５１１,３３０.９１１７.３１４,２８５.５１１７.８２５,６１６.３２００８
出所：General Administration of Customs of the People’s Republic of China., China’s Customs Statistics (Monthly) ,
Economic Information & Agency, Hong Kong, 各年関連データより作成。
表４－８　２００８年輸出入貿易形態別企業性格別構成
単位：億ドル
輸　　　入輸　　　出
対前年比 （％）金　額対前年比 （％）金　額
１８.５１１,３３０.９１７.２１４,２８５.５総　　　額
３３.６５,７２６.８２２.９６,６２５.８一 般 貿 易
貿易形態別 ２.７３,７８４.０９.３６,７５１.８加 工 貿 易
１４.６１,８２０.０４６.９９０７.８その他貿易
３１.１３,５３８.１１４.４２,５７２.３国 有 企 業
企業性格別 １０.８６,１９９.６１３.６７,９０６.２外資系企業
２５.７１,５９３.２２７.８３,８０７.０その他企業
出所：General Administration of Customs of the People’s Republic of China., China’s 
Customs Statistics (Monthly) ,December 2008 (Series No. 232) ,Economic 
Information & Agency, Hong Kong, pp. 13 ～ 15 より作成。
図４－１　輸出入総額と貿易収支の変化状況
出所：表４－７のデータより作成。
てきた。２００８年９月に百年に一度といわれる国
際金融危機は世界の金融市場を席巻し，米欧日
といった先進国の国民経済は深刻な衰退に陥り，
発展途上国にも大きな影響を受け，国際市場の
需要は大きく縮小した。このような世界経済の
急激な変化と国内生産要素コストの上昇などの
影響により，２００８年の中国の貿易の成長も急激
な変化が現れた。
　貿易形態別の輸出入状況では，一般貿易の輸
出入総額は対前年比２７.７％増の１兆２,３５３億ドル
で，当年の総輸出入貿易額の４８.２％を占める。
加工貿易の輸出入総額は対前年比６.９％増の１兆
５３６億ドルで，当年の総輸出入額の４１.１％を占め
る。加工貿易の輸出と輸入のそれぞれの対前年
比の増加率は急速に縮小している理由は，加工
貿易は主にITなど機械電気製品を中心としてい
るため，原材料と完成品は国際市場に向けてお
り，産業連鎖は比較的短く，国際市場の需給の
変化に直接影響を受けるからである。一般貿易
と加工貿易の貿易総額に占める割合が逆転して
いるのが WTO加盟以来のこととなった。
　企業性格別の輸出状況では，国有企業の輸出
入総額は６,１１０億ドルで，当年の総輸出入額の
２３.９％を占める。外資系企業の輸出入総額は１
兆４,１０６億ドルで，当年の総輸出入額の５５.２％を
占めており，外資系企業の中国の貿易における
地位が依然として重要であることをいえよう。
民営企業が大半の割合を占めているその他企業
の輸出額の前大使占める割合が上昇し続けてい
る。民営企業は外資系企業と対照的で，一般貿
易と労働集約的製品の輸出を中心としている。
　表４－９－１と表４－１０－１に見られるように，
２００８年の通常貿易形態の輸出では２４.７％，輸入
では４８.９％を国有企業が担い，外資系企業は輸
出では２９.１％，輸入では３２.２％を担当している
状況にある。加工貿易形態全般の輸出では国有
企業は８.９％，輸入では９.６％を担っているにす
ぎないのに対して，外資系企業は輸出では
８６.１％，輸入では８４.２％という大部を担ってお
り，国有企業と大きな開きを見せている。この
状況を２００２年のそれと比べ，中国の二大貿易形
態である通常貿易形態と加工貿易形態のいずれ
においても，国有企業の占めるシェアが減少し
てきており，輸出全体の２割を切り，輸入全体
の３割程度の状況にある。
　さらに，加工貿易形態の中で，委託加工・組
立貿易形態の輸出では国有企業が３０.８％，輸入
では２７.９％を担い，外資系企業は輸出では
５３.９％，輸入では５８.９％を担当している。輸入
加工貿易形態の輸出では国有企業が４.７％，輸入
では３.９％を担当しているにすぎないが，外資系
企業は輸出では９２.４％，輸入では９２％を担って
いる状況にある。
　上に見てきたように，貿易形態上の輸出入構
造と企業性格別特徴については，本シリーズ稿
（Ⅲ）と合わせて見ると，以下のようにまとめら
れよう。
　（１）加工貿易形態を中心とする貿易が主軸と
なる展開は依然として変らないこと
　２００８年では貿易全体として，WTO加盟後，
はじめて通常貿易の割合が加工貿易の割合を上
回ったことから，今後，加工貿易による比較優
位を発揮できる産業分野は加工貿易形態による
貿易を展開すると同時に，通常貿易形態で，競
争力が高めてきた産業分野は通常貿易形態によ
る貿易をさらに拡大していく可能性が予測され
る。
　（２）加工貿易のうち輸入加工貿易形態による
貿易の比重が依然として大きな地位を占
めていること
　２００８年では，輸入加工貿易の輸出入総額に占
める割合が２００１年に比べ，やや低く出ているが，
３３.２％となっている。
　（３）加工貿易の中心的担い手は外資系企業で，
通常貿易の中心的担い手は中国国内資本
企業であるという鮮明な特徴が WTO加
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盟前と変わらないこと
　２００１年の状況と比べて，次のような構造的変
化が現れている。２００１年の通常貿易の輸出にお
いては，国有企業は６５.７６％，集団企業は８.６％，
民営企業が大半を占めるその他企業は４.１２％，
外資系企業は２１.５２％である。これに対して，
２００８年では，国有企業は２４.７％，集団企業は
６.２％，民営企業が大半を占めるその他企業は
４０％，外資系企業は２９.１％であった。２００１年の
通常貿易の輸入においては，国有企業は６５.４５％，
集団企業は４.４２％，民営企業が大半を占めるそ
の他企業は３.４０％，外資系企業は２６.７２％であ
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表４－９－２ 　企業性格別貿易形態別輸出構造（２００８年）
単位：億ドル・％
その他CE
FIE
SOE合　計
企業性格 
区分
貿易形態 FOEEJVCJV小　計
３,２６０.３５４６.６５,４５４.１２,２６８.７１８３.４７,９０６.２２,５７２.３１４,２８５.５
総 額
１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０
２,６４９.２４１１.９９５９.３９０４.５６５.１１,９２８.９１,６３５.９６,６２５.８
通 常 貿 易
８１.３７５.４１７.６３９.９３５.５２４.４６３.６４６.４
１３０.１３８.５４６２.８９０.５４２.８５９６.１３４０.６１,１０５.２委託加工・
組 立 貿 易 ４.０７.０８.５４.０２３.３７.５１３.２７.７
１７８.９７８.４３,８７８.３１,１７６.３７１.２５,２１５.８２６３.５５,６４６.６輸 入 加 工 
貿 易 ５.５１４.３７１.１５１.８３８.８６６.０１０.２３９.５
３０２.２１７.９１５３.７９７.４４.３２５５.３３３２.３９０７.８
そ の 他
９.３３.３２.８４.３２.３３.２１２.９６.４
出所：表４ －９ －１と同じ。
表４－９－１　貿易形態別企業性格別輸出構造（２００８年）
単位：億ドル・％
その他CE
FIE
SOE合　計
企業性格 
区分
貿易形態 FOEEJVCJV小　計
３,２６０.３５４６.６５,４５４.１２,２６８.７１８３.４７,９０６.２２,５７２.３１４,２８５.５
総 額
２２.８３.８３８.２１５.９１.３５５.３１８.０１００.０
２,６４９.２４１１.９９５９.３９０４.５６５.１１,９２８.９１,６３５.９６,６２５.８
通 常 貿 易
４０.０６.２１４.５１３.７１.０２９.１２４.７１００.０
１３０.１３８.５４６２.８９０.５４２.８５９６.１３４０.６１,１０５.２委託加工・
組 立 貿 易 １１.８３.５４１.９８.２３.９５３.９３０.８１００.０
１７８.９７８.４３,８７８.３１,１７６.３７１.２５,２１５.８２６３.５５,６４６.６輸 入 加 工 
貿 易 ３.２１.４６８.７２０.８１.３９２.４４.７１００.０
３０２.２１７.９１５３.７９７.４４.３２５５.３３３２.３９０７.８
そ の 他
３３.３２.０１６.９１０.７０.５２８.１３６.６１００.０
注：SOE ＝ State-owned Enterprises（国有企業），FIE ＝ Foreign-invested Enterprises（外資系企業），
CJV ＝ Sino-foreign Contractual Joint Venture（中外合作企業），EJV ＝ Sino-Foreign Equity Joint 
Venture（中外合弁企業）， FOE ＝ Foreign-owned Enterprises（外資独資企業）， CE ＝ Colective 
Enterprises（集団企業）。
出所：General Administration of Customs of the People’s Republic of China., China’ s Customs 
Statistics (Monthly), December 2008 (Series No. 232), Economic Information & Agency, Hong 
Kong, p. 14 より作成。
る。これに対して，２００８年では，国有企業は
４８.９％，集団企業は３.６％，民営企業が大半を占
めるその他企業は１５.３％，外資系企業は３２.２％
であった。ここで，特に注目したいのは，輸出
入ともにおいて，民営企業が大半を占めるその
他企業の割合の急増である。WTO加盟後，中
国の国有企業の改革が進められ，国有企業の民
営化が進んでいる結果であると考えられる。
　表４－９－２と表４－１０－２で示されるように，
国有企業の輸出入形態別構造にも上記と同様な
現象が現れる。２００８年における国有企業の輸出
総額の内訳では通常貿易形態は６３.６％，加工貿
易形態は２３.４％である。集団企業と民営企業が
大半を占めるその他企業の輸出総額の貿易形態
別構成も，国有企業の構成と類似の構成となっ
ている。
　外資系企業の輸出入形態別構造にも上記の構
造が現れる。２００８年の外資系企業の輸出総額の
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表４－１０－１　貿易形態別企業性格別輸入構造（２００８年）
単位：億ドル・％
その他CE
FIE
SOE合　計
企業性格 
区分
貿易形態 FOEEJVCJV小　計
１,３０４.４２８８.８４,２９３.７１,８１７.８８８.１６,１９９.６３,５３８.１１１,３３０.９
総 額
１１.５２.５３７.９１６.００.８５４.７３１.２１００.０
８７４.３２０８.８９７３.２８４１.８２９.１１,８４４.０２,７９９.７５,７２６.８
通 常 貿 易
１５.３３.６１７.０１４.７０.５３２.２４８.９１００.０
９９.４１９.５４５６.９６４.１９.８５３０.９２５１.９９０１.６委託加工・
組 立 貿 易 １１.０２.２５０.７７.１１.１５８.９２７.９１００.０
９０.０２６.２２,０７０.６５４０.１４２.５２,６５３.２１１３.０２,８８２.４輸 入 加 工 
貿 易 ３.１０.９７１.８１８.７１.５９２.０３.９１００.０
２４０.７３４.４７９３.０３７１.８６.７１,１７１.５３７３.６１,８２０.１
そ の 他
１３.２１.９４３.６２０.４０.４６４.４２０.５１００.０
出所：表４ －９ －１と同じ，１５頁より作成。
表４－１０－２ 　企業性格別貿易形態別輸入構造（２００８年）
単位：億ドル・％
その他CE
FIE
SOE合　計
企業性格 
区分
貿易形態 FOEEJVCJV小　計
１,３０４.４２８８.８４,２９３.７１,８１７.８８８.１６,１９９.６３,５３８.１１１,３３０.９
総 額
１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０
８７４.３２０８.８９７３.２８４１.８２９.１１,８４４.０２,７９９.７５,７２６.８
通 常 貿 易
６７.０７２.３２２.７４６.３３３.０２９.７７９.１５０.５
９９.４１９.５４５６.９６４.１９.８５３０.９２５１.９９０１.６委託加工・
組 立 貿 易 ７.６６.８１０.６３.５１１.１８.６７.１８.０
９０.０２６.２２,０７０.６５４０.１４２.５２,６５３.２１１３.０２,８８２.４輸 入 加 工 
貿 易 ６.９９.１４８.２２９.７４８.２４２.８３.２２５.４
２４０.７３４.４７９３.０３７１.８６.７１,１７１.５３７３.６１,８２０.１
そ の 他
１８.５１１.９１８.５２０.５７.６１８.９１０.６１６.１
出所：表４ －１０ －１と同じ。
内訳では加工貿易が７３.５％，通常貿易は２４.４％，
輸入総額の内訳では加工貿易は５１.４％，通常貿
易は２９.７％となっている（表４－９－２と表４－
１０－２）。
　（４）加工貿易形態を中心とする貿易構造の外
資系企業化の深化
　９０年代に入って，外資系企業の急速な進出と
外資系企業による輸入加工貿易の推進により，
輸入加工貿易の地位が高まり，委託加工・組立
貿易形態を含む，加工貿易形態による貿易は通
常貿易形態貿易を上回り，中国の対外貿易の一
大貿易形態となり，今日に至っている。上で見
てきたように，加工貿易形態の中心的担い手は
外資系企業である状況は今日まで続いているが，
しかし，外資系企業と国有企業の委託加工・組
立貿易形態と輸入加工貿易形態におけるそれぞ
れの割合の変化が注目される。２００１年当時，輸
入加工貿易における外資系企業の占める地位は
きわめて高いが，委託加工・組立貿易における
外資系企業の占める地位はそれほど高くない。
国有企業の場合はこれと逆の構造的関係にあっ
た。数字でみると，委託加工・組立貿易形態に
よる輸出では，国有企業は６１.４７％，外資系企業
は３３.９７％で，輸入加工貿易形態による輸出で
は，国有企業は９.４５％，外資系企業は８７.６７％で
ある。２００８年の状況においては，外資系企業と
国有企業のこうした構造上の関係が一変した。
委託加工・組立形態による輸出では，国有企業
は３０.８％，外資系企業は５３.９％で，輸入加工貿
易形態による輸出では，国有企業は４.７％，外資
系企業は９２.４％であるとなっている。数字を見
てわかるように，外資系企業は，従来比較優位
をもつ輸入加工貿易形態を重点に置きながら委
託加工・組立貿易形態にも力を入れるようにな
り，中国貿易の外資系企業化が一段と強くなっ
たと考えられる。
　委託加工・組立形態貿易に勢力を増強してき
た外資系企業の主役は外資独資企業で，２００８年
の委託加工・組立貿易形態による輸出額の中で，
外資独資企業が占める割合が４１.９％で，２００１年
に比べ，２３.５２ポイント増であったことを付け加
えておこう。
４．４　新たな外資直接投資導入戦略へ向けて
　上段では，WTO加盟後における外資直接投
資企業の輸出を含めたマーケットシェアの変化
の状況を見てきた。その状況から次の二つのこ
とを確認できよう。一つは，WTO加盟後，一
部の業種の国内資本企業の競争力は上昇してき
てはいるが，これらの業種はほとんど労働集約
型，資源依存型或は環境汚染型産業に集中して
いる特徴をもつ。今一つは，WTO加盟により，
中国国内市場は一層開放され，国際市場とより
緊密な関係をもつようになった。こうした動き
の中で，多くの業種に亘り，外資系企業が全般
的に中国国内市場への参入を強めた。
　WTO加盟によって外資に与えられる進出条
件は，その進出動機をより鼓舞する形となった。
これまでの中国経済にとっての外資系企業の役
割は大きく二つに分けることができる。一つは，
香港・マカオ・台湾の中小外資系企業を主体と
した輸出指向型外資経済である。今一つは，多
国籍企業を主体とする輸入代替型外資経済であ
る６３）。傾向的には，「１９９２年以降，外資直接投
資は中小企業を主とする形から，大型の多国籍
企業を主とする形に転換しつつある。多国籍企
業の中国向け投資は急速に拡大した６４）」。前者は
輸出拡大，雇用の増加に有利であるが，技術進
歩や産業構造の高度化に対する促進作用はそれ
ほどない。将来的には，沿海地域の労働力コス
トの上昇と周辺諸国の外資導入競争によって制
約を受けよう。後者の方は，技術進歩と産業構
造の高度化に有利であるが，輸出促進作用はそ
れほどない。しかし，後者が技術進歩と産業構
造の高度化に有利といっても，自ずとそうなる
ということではなく，積極的な政策的が必要で
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あって，輸入代替型外資投資を輸出競争力創出
の方向へもっていかなければ，債務危機に陥る
可能性が出る６５）。
　今後労働集約型産業の中小外資系企業の進出
は，沿海地域から中西部地域に誘導すべきとい
うのが大方の意見であるが６６），外資直接投資の
主軸となってきている大型多国籍企業の直接投
資を，中国の経済発展に如何に結びつけるかが，
今後の重要な課題であろう。上述でみたように，
WTO加盟後従来の「市場をもって技術と交換
する」という戦略の意義が薄くなってきている
条件の下で，多国籍企業が中国で設立する，あ
るいはすでに設立している企業を通ずる移転技
術内容を，中国の産業のグレードアップ，産業
構造の高度化，経済発展のためにより高度のも
のに，しかもより急速にもっていく策はないも
のか，これが重要な課題なのである。
　上述した課題と内包される問題の解決は，
WTO加盟という新たな条件を踏まえて，中国
の諸論者たちが打ち出した代表的な戦略として，
今後の外資直接投資導入の主要戦略対象を多国
籍企業に当て，中レベル技術，ハイテクの中国
への移転を，奨励政策と経済システム構築によ
る高圧移転政策によって達成していくというこ
とある。しかも，この戦略は従来に比べて，中
国自身が中レベル技術，ハイテク外国技術の消
化，吸収，自己開発に重心を移すということが
前提に置かれており，これを起点として多国籍
企業にシステム的に移転技術の高度化を迫ると
いう構造になっている６７）。
　WTO加盟後のこの間の事情について，宋
泓・柴瑜氏は次のように総括している。「中国の
対外貿易と産業構造の調整の中で，外資系企業
はすでに主導的な地位を占めるようになってき
ている。この主導的地位は外資系企業がすでに
中国国内企業の輸出の柱となり，また輸入代替
をリードする地位にあることを物語っている。
より重要な点は，外資企業が産業間貿易（産業
内貿易ではない）を重視してきているというこ
とであり，内資企業はすでに外資系企業の“下
働き或は貿易の付属物”になっており，これに
よる輸出外貨が外資系企業の発展を作りだして
いるのであって，その逆ではない。正にこの意
味において，中国経済は目下深刻な“外資系企
業化”の過程にあるとみられる６８）」。
　前述したように，中国も現行外資政策に支え
られる産業発展の限界を認識し，政策を転換し
はじめた。外資導入の中期計画である「外資利
用〈１１・５〉規画」（２００６～２０１０年，２００６年１１
月１０日公布）において，経済発展に外資を積極
的に活用していく方針を継続すると同時に，外
資利用の目的をこれまでの資金や外貨の側面か
ら先進的な技術，マネジメントのノウハウ・人
材の導入へ舵を切った。そして環境保護，資源
節約・省エネルギー・総合活用をより重視し，
国内産業の高度化や技術レベルの向上に結びつ
かせること，つまり外資の「量」から「質」へ
の転換を図っていくことを謳っている６９）が，上
記のような実証分析の結果を見る限りでは，楽
観視できない厳しい現実が続いていると言わざ
るを得ない。外資系企業の国際経営戦略の枠組
を突き破って，自らの力による産業の高度化を
実現させるためには，国内資本企業の固有の自
己努力が必要不可欠であると同時に，中心軸と
なる革新技術については，学習，消化・吸収，
自主開発に重点を置く第三ラウンドの外資直接
投資導入戦略が必要となろう。
注
 １）　経済産業省編集『通商白書２００１』，２００１年，６７
頁。
 ２）　Matthew J. Slaughter; Philip Swagel. “The 
Effect of Globalization on Wages in the Advanced 
Economies.” Staf Studies for the World Economic 
Outlook. IMF, 1997, p. 78.
 ３）　李長久「世界経済大趨勢─経済全球化及経済周
期延長」，『国際貿易』１９９８年第７期，３６頁。
 ４）　馮雷・李玉挙「経済全球化挑戦与我国外貿競争
力」，馮雷等著『経済全球化与中国貿易政策』所
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 ５）　斐長洪・趙忠秀・彭磊著『経済全球化与当代国
際貿易』，社会科学文献出版社，２００７年，１７５頁。
 ６）　陳漓高「経済全球化綜述」，陳漓高主編『経済全
球化与中国的対外開放』所収，経済科学出版社，
２００１年，１頁。
 ７）　同上稿，同上書，２頁。
 ８）　片岡幸雄『中国の対外経済論と戦略政策』，溪水
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 ９）　同上書，３２５～３２６頁。
１０）　WTOの規定によると，加盟国の国家元首が署名
した WTO加盟受託文書を WTO事務局に提出さ
れてから３０日後，当該国の WTO加盟は正式に発
効することとなっている。中国の場合は，２００１年
１１月１１日に WTO加盟受託文書を WTO事務局へ
提出したので，その３０日後の１２月１１日，中国の
WTO加盟は正式に発効した。
１１）　宋泓 ·柴瑜「加入 WTO後中国利用外資的産業
戦略」，王允貴主編『中国加入 WTO後的外経貿発
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１７５～１７６頁。
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和境外投資実用法規政策匯編』，中国計劃出版社，
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sdpc.gov.cn/xwfb/t20050628_27560.htm）による。
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２００２年，６５３～６６０頁，中国商務年鑑編輯委員会編
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